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センサや電子機器，データ分析技術の発展，i-Construction2.0 の推進の後押しもあり建設現場で扱う

データ量は増大している．複数現場で取得される大量のデータのモニタリングや分析を実施するには，既

存の通信インフラではいずれ限界が来ることが懸念される．これを支える通信基盤として大容量・低遅延

で通信が可能な IOWN 技術を活用することで，遠隔での監視や検査によるデータに基づく施工管理を行い，

建設現場の安全性および生産性の向上を目指す．本稿では，IOWN 技術を建設現場で活用する際の事例と

技術要件について説明する．
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次世代通信基盤IOWN技術を活用した建設現場の変革
ー建設現場での活用事例と技術要件ー

は，全社員にデジタル技術に関するリスキリングが進ん

でいる状態である．このビジョンを達成するためには，

膨大なデータ転送をリアルタイムに行う必要がある．

このような状況下で，データの迅速な伝送のみならず

データの処理が求められるため，大容量・低遅延の通信

インフラの整備は不可欠である．本稿では，当社が行っ

ている取り組みから，次世代通信基盤 IOWN（Innovative 

Optical and Wireless Network）技術の建設工事での活

用検討について紹介する．

２．次世代通信技術 IOWN とは

IOWN は NTT が提唱する通信インフラ構想である．こ

の構想は，光を中心とした革新的技術を活用し，従来の

通信インフラの限界を超えた高速大容量通信と膨大な計

算リソースを提供可能な，端末を含むネットワークと情

報処理基盤である．図- 2の上段にこれまでの通信方式

を示す．これまでは拠点間では光を用いた通信を行って

いたが，利用者が集まる狭いエリアでは電気による通信

１．はじめに

インターネットやスマートフォンの普及に伴い，通信

量は年々増加している．世界のモバイルデータの通信量

は 2022 年末時点で，約 90 エクサバイト / 月に達し，

2028 年には約 325 エクサバイト / 月に達すると予測さ

れている 1）．

建設業界における通信量の増大は，デジタル技術の進

化とともに顕著になっている．遠隔臨場のための高解像

度映像や遠隔操作のための操作信号，出来形計測のため

の点群データなど，現場で扱うデータ量が増加しており，

それに対応した大容量通信が求められている．それに加

えて，i-Construction2.0 の推進 2）により，建設現場で

はドローンや 3D レーザースキャナ，IoT デバイスなど

の先進技術が導入され，より膨大なデータが生成される

こととなる．さらに，施工現場でのデータ収集や管理が

高度化し，リアルタイムでの情報共有が求められるよう

になる．

また，当社は 2022 年に安藤ハザマ DX ビジョン 2030

を策定した．このビジョンは図- 1に示すように①新し

い働き方，②能力の拡張，③新しい価値の 3 つの柱で構

成されている．①新しい働き方では，業務におけるすべ

てがデジタルツイン化され，あらゆるデータがリアルタ

イムに共有され，メタバース空間で働くことが普通とな

る．その結果，一人ひとりの生活スタイルに合った働き

方が当たり前になり，単身赴任や長期出張，残業をなく

すことが可能となる．②能力の拡張では，一人ひとりに

アサインされたロボットが定型化された仕事を代行し，

さらに留意点や最適な対策を提案する．③新しい価値で

図- 1　安藤ハザマ DX ビジョン 2030 で目指す 3つの柱
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2025年9月時点で海外を含む170の組織が加入しており，

国際的な協力体制により，IOWN 技術の世界中での活用

を目指し，各国の技術者が連携して開発を進めている．

また，IOWN の普及を促進するために，通信以外の分野

の業界からも IOWN GF に参画しており，各業界での活用

事例であるユースケースを提案し，ユースケースを実現

するために必要な通信技術の仕様について検討を行って

いる．

先述の安藤ハザマ DX ビジョン 2030 を実現するため

には，膨大なデータ転送に対応する通信ネットワーク

基盤が必要であり，その基盤構築にはネットワークキャ

リアのみならず，デバイスや人工知能（AI）による分

析などのソフトウェアのメーカーとの協業が必要であ

る．そのため，多様なメンバーが参加するフォーラム

で議論を進めることが重要であることから，当社は

2022 年 6 月に IOWN GF に加盟した．建設業界では初の

加盟であり，建設現場における IOWN 技術の活用事例（建

設現場ユースケース）を提案し，当社が主導して検討

を進めている．

３．建設現場ユースケースと技術要件

３．１　概要

現在の施工管理（図- 3 (a)）では，固定カメラによ

る定点観測やスポット的な計測によるデータ収集を行

い，職員が目視で現場の安全と品質を管理している．こ

れらのデータは職員の経験に基づいて判断され，不具合

の予見や次の施工方法の決定に利用されることが多い．

安藤ハザマ DX ビジョン 2030 で描かれている 2030 年

に目指す建設現場の姿として，複数の工事現場の不具合

や危険を早期に発見し，迅速に対応することを考えてい

る．このため，図- 3 (b) のように現場環境は多数のセ

ンサでセンシングされ，任意の場所でデータを閲覧でき

が行われていた．これに対し，図- 2の下段に IOWN の

通信の概要を示す．IOWN の通信ではネットワークから

端末までの通信をすべて光信号のまま行う IOWN APN

（IOWN All-Photonic Network）3) の実現を目指している．

IOWN は段階的な実装を目指しており，端末までの超低

遅延通信サービスの提供を 2023 年に開始した．以降，

ボード接続の光通信化，チップ間の通信の光化，チップ

内の通信の光化を進め，最終的にフルスペックでの提供

が可能になるのは 2032 年以降とされている．電気を用

いていた通信を光に置き換えることで，波長を多重して

伝送することによる大容量通信，発熱量が小さい光通信

による低消費電力通信，電気から光への変換が不要にな

ることや情報を圧縮せずに伝送することによる低遅延通

信が可能になる．その効果は，通信容量は現在の 125

倍に，電力効率は 100 倍に，遅延は 200 分の 1 になる

ことが期待されている．この通信基盤を使えば，8K カ

メラの映像を 20,000 台以上同時に転送することが可能

になり，100 世帯分の電力でデータセンタの稼働が可能

になり，1,000km 離れた場所から建設機械を違和感なく

遠隔操作できるような効果が得られる．

IOWN 構想の実現に向けては，国際的な団体組織であ

る IOWN グローバルフォーラム（IOWN GF）において，フ

ルスペックの実現を目指して技術的な面を検討すること

と並行してユースケースを検討している．IOWN GF には

図- 2　これまでの通信と IOWN の通信の比較

図- 3　施工管理手法の進化
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した際の 4 つのユースケースを作成した．次節から，各

ユースケースにおける既存の施工管理方法における問題

点と，IOWN 技術で実現すること，その効果について説

明する．

３．２　�ユースケース 1：定常的な監視とデー

タ収集（遠隔監視）

現在は安全点検の多くを職員の目視により実施してい

るため，現場の変化をすべて追うことは非常に困難であ

る．安全確認の不足により労働災害が発生する複数の建

設現場において，職員の目視に頼らず現場の変化を把握

できるインフラが必要である．

これに対して，図- 6 (a) に示すようにトンネル内の

設備の稼働状況をモニタリングするセンサや一定間隔で

の高解像度カメラの設置を行う．IOWN APN の大容量・低

遅延通信によるリアルタイムのデータ転送を活用して，

全国にあるすべての現場に対して IOWN APN 経由で建設

現場の高解像度映像とセンサデータを遠隔地に集約す

るようになる．さらに，収集したデータを AI でリアル

タイムに分析し，不具合を未然に発見してリスクの回避

や品質の確保をデータに基づいて行う．

安藤ハザマ DX ビジョン 2030 の実現に向けて，IOWN 技

術のユースケースとして山岳トンネル工事を選定した．

山岳トンネル工事は当社の強みであり，図- 4に示す通

り i-NATM® の通信基盤として IOWN APN を活用すること

でトンネル施工のさらなる高度化を図る．トンネル現場

では，作業を監視するカメラ，トンネル形状を計測する

3 次元スキャナ，地質性状を調査する波形データなど，

様々な大容量データを取り扱う．図- 5に示す IOWN APN

で構成されたネットワークでは，取得した映像，点群，

センサデータを AI で即時分析し，危険や不具合の事前

検出，対策提案，次施工へのフィードバックを行う．AI

分析はデータ処理用の GPU を備えたデータセンタで行

い，取得データと分析結果は本支店および現場事務所

で表示することを想定する．

IOWN 技術を活用し，2030 年に目指す建設現場が実現

図- 4　i-NATM の通信基盤としての IOWN APN

図- 5　建設現場ユースケース　全体ネットワーク構成
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ゼネコンにとっては，現場データの収集・分析・評価・

フィードバックをリアルタイムで行うことで，施工管理

の高度化が実現可能となる．また，このとき下した判断

の根拠となるデータを後から確認することも可能とな

る．さらに，AI による自動分析で常時監視と早期安全

リスク検知を実現する．データの収集と分析は安全管理

だけに留まらず，施工管理全般に活用可能なデータとな

る．

図- 6　建設現場ユースケース
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には遅延が小さいことが望ましい．切羽の測量は山岳ト

ンネルの施工サイクルの切れ目で行われる．この際に建

設機械の切羽への入れ替わりがあり，作業が行われない

時間が生じる．この時間内に必要なデータ処理を終わら

せるために，伝送遅延の許容時間として 60 秒が設定さ

れている．

３．４　�ユースケース 3：モバイル検査（遠隔

臨場）

管理基準に定められている検査について，現在は一部

を遠隔臨場にて実施しているが，現状の遠隔臨場では映

像の解像度や遅延による指示のずれなどで，検査・指摘

漏れの懸念がある．遠隔臨場で実施する際，検査者が着

目したい地山の亀裂や湧水等の箇所を，映像の解像度向

上と指示タイミングの遅延解消により正確に判断できる

仕組みが必要である．

現状の遠隔臨場と方法は同じであるが，図- 6 (c)に

示すように職員が手持ち操作可能なデバイスを持ってト

ンネル内を移動し，遠隔地にいる検査者の指示する箇所

に焦点を当てる．検査は任意の場所で継続的に実施され

るため，通信は無線で行われる．検査者の指示に基づい

て着目する箇所を変更するため，双方向に通信を行う．

IOWN APN の大容量・低遅延通信を用いることにより高

解像度の映像で遠隔臨場を行うことができ，指示のずれ

や誤認をすることなく遠隔での検査が可能になる．また，

IOWN APN の光パス設定を柔軟に行う技術により，常時

接続の無い発注者などの拠点から必要に応じた任意のタ

イミングでの IOWN APN 接続も可能となる．

遠隔臨場が実現することでゼネコンおよび発注者に

とって，関係者間の物理的な距離を超えた協力体制が実

現し，効率的な検査が可能になる．

技術要件は，オンラインでも違和感のない対話のため

に，検査エリアにおいて無線区間を含む伝送遅延が 0.1

秒以下となることである．また，映像の解像度として，

1m 離れた距離から撮影された画像で 0.2mm のひび割れ

を検出できる必要がある．

３．５　�ユースケース 4：光ファイバを活用し

た維持管理（リモートモニタリング）

トンネル工事が完了し供用に移行した後，トンネルの

点検は定期的に実施されるが，定期点検の間に生じた異

常の発見は困難であり，点検時には既に緊急措置が必要

な場合がある．計画的な修繕のための健全性の確認を，

トンネル利用者への影響や点検者の負担を増やさずに早

る．下請け業者にとっては，危険に繋がる行動の事前検

知が可能になるため作業環境の安全性向上が実現され

る．

こうした遠隔監視を実現するための技術要件として，

映像の伝送ビットレートがある．映像取得に 8K カメラ

を利用することを想定すると，1台あたり 100Mbps のビッ

トレートが必要になる．カメラを 100m 間隔で設置した

場合，平均的なトンネル延長である 1,500m では 1.5 

Gbps のビットレートが必要になる．

３．３　�ユースケース 2：施工中必要時のデー

タ分析（遠隔分析）

掘削後の形状が設計通り確保できているかの確認を，

現在は危険な切羽エリアで時間をかけて実施している．

工事の中断時間を最小限に抑え，工事進行と安全の両立

を図った上でトンネル形状の確認を行う体制が必要であ

る．

IOWN 技術のユースケースは 2032 年以降を見据えたも

のであるため，将来を想定した技術についても検討して

いる．ユースケース 2 では，切羽での測量を行う機器が

進展して，現在と同程度以下の時間で点群データが取れ

た場合を想定している．図- 6 (b) に示すように掘削・

ずり出しの終了時に点群データと画像データを取得す

る．このデータは点群処理と画像処理のためにデータセ

ンタに送信される．データ処理された結果は現場に返さ

れ，それを基に次の施工方法を決定する．このとき，

IOWN APN の大容量・低遅延通信による遠隔の計算リソー

ス活用を行うことで，大容量点群や画像のデータ分析に

かかる時間を，工事進行を妨げない時間にまで短縮し，

安全・品質判断の即時性の確保が可能になる．現場と遠

隔地にあるデータセンタを接続して遠隔の計算リソース

を活用するには，光通信の経路である光パスの設定を柔

軟に行う技術が用いられる．これによって，計測手法に

合わせて必要なときだけ IOWN APN の接続先の切り替え

を行うことが可能になる．

ゼネコンにとっては，安全や品質の工事リスクの予測

強化により，工期内での安全で品質の高いプロジェクト

の遂行を実現できる．下請け業者も，安全リスクの予測

強化により，安全な環境での工事を実現できる．

求められる技術要件として，点群や画像のデータ処理

を含む伝送遅延が 60 秒であることが求められる．ここ

での伝送遅延は，データ取得からデータ処理，そして現

場への返送までの時間を指す．データ処理中は作業を停

止する必要があるため，サイクルタイムを維持するため
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期発見できるモニタリング体制が必要である．

これに対して，施工時に敷設した光ファイバをセンシ

ングに転用し，図- 6 (d) に示すように延長方向の任意

の箇所の歪み検知と加速度計測を行うことで，剥離や変

形といった変状や経年劣化を遠隔で常時監視するシステ

ムを構築する．ファイバセンシングでは，入射したレー

ザー光の散乱による光の周波数の変化を検知することで

歪みや振動の計測を行う．

発注者にとっては施工中に整備されたネットワークイ

ンフラにより，施工後の構造物の維持管理の高度化の実

現が可能になる．

４．今後の展望・まとめ

次世代高速通信技術である IOWN を活用し，複数の現

場の情報を本支店に集約して一元管理することで，現場

施工に関するナレッジが効率的に蓄積されてデータ分析

の効率が向上することに加えて，本支店の専門家が必要

に応じて即座に対応することが可能になり，安全性と品

質の向上が期待される．今後は，ユースケースを実現す

るために必要な通信仕様の検討や，IOWN 技術を現場で

利用するための機器や設備の設置に関する課題の抽出を

行う．各課題に対して PoC を進め，順次建設現場に IOWN

を導入していく予定である．これにより，建設業界全体

のデジタルトランスフォーメーションが加速し，持続可

能な社会の実現に貢献することが期待される．

Digital transformation of construction sites utilizing IOWN technology as the next-generation 
communication infrastructure

- Use cases and their technical requirements -

Masaki CHINO, Takahiro FUNATSU

The amount of data handled at construction sites is increasing due to the development of sensors, 
electronic devices, and analytical technologies, as well as the promotion of i-Construction 2.0. There 
are concerns that the existing communication infrastructure will eventually reach its limits in 
monitoring and analyzing the vast amounts of data collected from multiple construction sites. By 
utilizing IOWN technology, which enables high-capacity and low-latency communication as a 
communication infrastructure, we aim to achieve data-driven construction management through 
remote monitoring and inspection, thereby enhancing the safety and productivity of construction 
sites. This paper discusses use cases and technical requirements for utilizing IOWN at construction 
sites.


